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司会 (大友)：
皆様､ こんにちは｡ ただ今から､ 2013 年度中京大学社会科学研究所の
学術講演会を始めます｡ 本日の講師は､ 国際協力銀行執行役員､ そして､
元内閣官房参与の前田匡史先生です｡ テーマは､ ｢東南アジアをめぐる国












































皆さん､ こんにちは｡ 今ご紹介いただきました､ 国際協力銀行の前田と
申します｡
今日は台風が来るということで非常に心配していたのですけれども､ 意
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外と大丈夫そうなので安心しました｡
実は､ 私は学生さんの前でいろいろ話をする機会も多くて､ 約 10 年ぐ
らい前に､ ワシントンにあるジョンズ・ホプキンス大学の SAIS (高等国
際関係大学院) というところで､ 2 年弱教鞭 (きょうべん) を執っており
ました｡ そのときに､ ｢アジアのエネルギー安全保障｣ というテーマで講








そういうことで､ 今､ 安倍内閣､ 安倍政権がどういう政策をとっている
のかということについて､ 私なりに考えてみたいと思います｡







まず､ 私が所属している JBIC (Japan Bank for International Coope-
ration；国際協力銀行) ですが､ 知っている人は少ないと思います｡ これ
(資料 1) は 『ゴルゴ 13』 という漫画ですけれども､ 私の前職､ 内閣官房
参与のその前は､ JBIC の国際経営企画部長というポジションにおりまし
た｡ この漫画に出ている人は確か与党の幹事長という設定なのですけれど
東南アジアをめぐる国際関係と日本の戦略 (前田) 218( 3 )
も､ この人が私に電話をしているという場面です｡ ｢ロシアで､ 極東ロシ
アのウラジオストクに会社を作るというプロジェクトをやります｡ 出資配
分は､ 日本が 49､ ロシアが 51 でいいだろう｣ と言っています｡ ｢じゃあ､
その金をどうやって出すんだ｣ ということで､ ｢JBIC を使おう｣ と言っ
ているのです｡ これは何を言っているのかというと､ 国際協力銀行という
名前が示すように､ 日本政府が対外的に資金を貸し出すための機関である
わけです｡ 政府機関であるけれども､ 単にお金を貸すだけではなくて､ 資
金を投資して､ その利益を日本にもたらすことが仕事だと書いてあります｡
80 パーセントぐらい正しい解説をこの漫画もしていただいています｡ 要
するに､ 日本の政府機関として､ 融資だけではなくて､ 出資とか保証とか
そういう機能を通じて､ 日本と世界を結び付けて経済成長を促す､ ざっく
り言って､ こういうことが仕事の中身であります｡
今でも､ 大体 1年の半分くらいは海外におります｡ それはどういうこと









はワシントンに 2 回滞在したのですけれども､ 最初に行ったのが 1990 年
から 1994 年で､ ちょうどバブルが絶頂からはじけるときで､ 2 回目が
2002 年から 2004 年で､ 先ほど言いましたジョンズ・ホプキンス大学にい
ました｡ 最初のときはまだ日米経済摩擦というのがあった時代で､ 日本は
アメリカから見ても､ 巨大な経済圏だったわけです｡







これ (資料 2) は新興国市場､ いわゆるエマージング・マーケットの状
況です｡ ｢BRICs (ブリックス)｣ という名前を聞いたことがあると思い
ますけれども― ｢BRICs｣ は Brazil・Russia・India・China の略なので
すが― そういう新興国がどんどん伸びてきています｡ 20 世紀の末には､
中国の GDP は日本のGDP の 4 分の 1 だったのですが､ 2010 年に抜き去
りまして､ 今や､ 日本は第 3 位に落ちてしまいました｡ GDP というのは
国内総生産ですが､ 実はこの 20 年間､ 名目で見て GDP が伸びてない国
は､ 先進国の中では日本だけです｡ つまり､ 停滞しているということです｡
停滞の状況はいろいろなところに出ておりまして､ 例えば海外の競合国と
の関係ですが､ ASEAN の中で比較的進んでいる国であるフィリピン､
タイ､ インドネシア､ マレーシア､ シンガポールといったところでの競合
状況を見ますと､ 中国系企業､ 韓国系企業は伸びています｡ 一方､ 日本企
業は ASEAN の中ではまだシェアが大きかったわけですけれどもやはり
落ちてきているということです｡ ASEANだけではなくてほかのところで






万人以上の都市が､ 新興国を中心にどんどん増えていまして､ 2010 年で




それから､ 先進国でも､ 古いインフラを更新する必要が出てきます｡ 例
えば､ 2020 年に東京でオリンピックが開催されます｡ 前のオリンピック
は 1964 年で､ ちょうどそのとき私は小学校 2 年生でしたけれども､ あの





















アジア開発銀行 (Asian Development Bank) の試算によりますと､
2020 年で大体 8兆ドル (800 兆円) という規模のインフラの需要が出てく









おける日本企業のシェアは 9％､ ヨーロッパのシェアは 45％をとってい
るわけです｡ 中国は 20％です｡ 中南米でも､ やはり欧州の企業が 60％近
くとっています｡ 中東もそうです｡ アフリカもそうです｡ アフリカは中国








当面の競争相手である中国と韓国を見ても､ これ (資料 5) は 2007 年
から 2010 年のインフラ受注実績ですけれども､ 日本の受注額は非常に小
さいわけです｡ 日本が 758 億ドルに対して､ 韓国が約 2,000 億ドル､ 中国
は 4,000 億ドルを超えています｡ これを見ましても､ 韓国や中国に対して
出遅れているというのが分かります｡
それから､ 日本はものづくり大国だとか技術力が高いと言われておりま
すけれども､ いわゆるプラントエンジニアリングの分野を見ても (資料 6)､
中国や韓国に出遅れています｡ 2006 年に韓国に追い抜かれたわけですけ
れども､ その後も韓国との差はどんどん開いておりまして､ 今は日本の 3
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いですかというアンケート調査を毎年やっておりまして (資料 7)､ もう
26～27 年やっているのですけれども､ このところの 1 位と 2 位は変わっ
ていません｡ 1 位が中国で､ 2 位がインドであります｡ ところが､ 最近､
中国との関係がよくない｡ 尖閣の問題もあります｡
そういうことで､ 中国は 1位ではあるのですが､ 企業から見るとちょっ
と中国での事業は危ないかもしれないということで､ 中国以外のところに
市場を求めるという傾向があります｡
そこで､ 伸びているのはどこかというと､ 赤い矢印ですけれども､ イン
ドネシア・メキシコ・ミャンマー・トルコといったところです｡ 東南アジ
アの国々は､ タイにしてもベトナムにしても上位にはありますけれども､
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いての戦略を練って､ 官民を挙げた対応をしようとしています (資料 8)｡
例えばアメリカですが､ アメリカというのは自由の国でありますから､ 基
本的には民間のことは民間でやるべきで､ 政府は小さいほうがいいという






































































カーのアレヴァ (AREVA) というのがありますけれども､ そのアレヴァ
と電力会社の EDF (lectricitde France)､ 水分野におけるヴェオリア
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韓国もすごいです｡ 韓国も､ 前の李明博 (イ・ミョンバク) 大統領が積
極的にトップセールスをやりました｡
それから､ ロシアはもともと国の関与が強い国で､ 今でも強い国であり



















































































れますと､ 外に行くということが非常に難しくなります｡ また､ 国会会期
中は､ 全閣僚が朝から晩まで国会に張り付けられるということになります
ので､ 総理を議長にする会議をいっぱい作るのは実はあまりよくないこと








この戦略は地域別に構成されておりまして (資料 12)､ やはり一番のター





策をとっています｡ これを ｢ASEAN連結性｣ と呼んでおります｡ インド
ネシアというのは何千もの島からなる海洋国家ですから､ 同じ国土の中で
も連結性があまりよくない｡ この連結性を強めていくというようなことも
やっておりますし､ 例えば今､ 議論になっている TPP やその他の経済連
携協定も進めています｡ これは単に物理的につなげるというだけではなく
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て､ 関税を減らして､ できるだけ経済の連携を強めようということで､ こ
れも連結性の一環であります｡ そういう意味で､ 連結性を高めることによっ
て､ 市場自体が増えることが期待されます｡ つまり､ より大きな需要を狙っ
て､ 需要サイドに着目して連結性を高めて市場を大きくしていきましょう
というのが日本政府の戦略の第一歩になっています｡
その次はトップセールスです (資料 13)｡ 安倍総理は､ 昨年就任してか





ルスを非常に心掛けている方であります｡ 去年の 12 月に就任されて､ ま
だ 1年も経ってないのですけれども､ 精力的に各国を訪問しておられます｡






























今年の 4月にはロシアへ行きました｡ 日中の首脳はまだ 1度も会えてな
いのですけれども､ 日ロの首相はもうすでに 5回会っています｡ この中で､
ロシア直接投資基金 (Russian Direct Investment Fund) という政府系
ファンドがあるのですけれども､ 同ファンドと JBIC との間で共同投資を
行うプラットホームを作るという覚書に私がサインをしたのですけれども､
これも総理の臨席の下で行いました｡
















から､ できるだけ国際標準を取りたい｡ 国際標準を取るためには､ やはり
市場への参入機会が大きくないといけないということです｡
ところが､ 先ほど申しましたように､ 日本のシェアは非常に低い｡ それ
をどうするかというと､ 上と下を組み合わせて､ あるいは縦と横を組み合
わせるということで､ 新たなスタンダードを作っていくというのが大事で






で､ これをまとめて､ インテグレートして､ それを一つのシステムとして
国際標準化するという努力が大事だということであります｡
日本再興戦略というのがあります (資料 15)｡ 日本をもう一度興すとい
うことですが､ その中に有名な三本の矢というのがあります｡ 第 1 の矢
というのは､ 金融政策です｡ いわゆる異次元の金融緩和と言っているのが
第 1の矢です｡ 第 2の矢というのは財政を出動させるという､ これは典型
的な､ 古典的な手法ですけれども､ 財政を支出して有効需要を作っていく
という､ そういう考え方です｡



















しかし､ これだけでは足りなくて､ 一番大事なのが第 3の矢です｡ 企業









ども―の中で TPP､ 戦略的な通商関係の構築､ それに加えて､ 海外の市
場でのインフラ輸出等をやっていくという構成になっています｡
これが国際展開戦略の中身でありまして (資料 16)､ 5 本の柱で構成さ





れており､ この 2番目にインフラ輸出というのが出ています｡ 中身として







とについて見ていきたいと思います (資料 18)｡ アジア全体としては､ 先
ほど言いましたように､ 2020 年まで､ ちょうど東京オリンピックの年ま
でのインフラ需要の総合計として 8兆ドルと見込まれています｡
まず､ 水を見てみたいと思います (資料 19)｡ 水分野というのは､ 2007
年に市場規模約 36 兆円だったのですけれども､ これが 2025 年には 87 兆
























































































































































































































































































































































































































































例えばアメリカの GE (General Electric) ､ IBM (International
Business Machines)､ 韓国の斗山 (ドーサン)､ シンガポールのハイフラッ
クスといった企業が進出してきたのですけれども､ 日本企業の場合は相変





上国を含む 2 カ国以上で上水道事業を運営した実績がありますか､ と問
われましたが､ この実績がなければ､ そもそも入札に参加する資格があり
ませんということになってしまうわけです｡ それから､ サウジアラビア・
リヤドの案件でも､ 直近 6 年間のうち 2 年以上､ 60 万人以上の都市の一
つ以上で､ 都市の水道サービスの経営・運転・管理をした実績等が求めら


































































































































































































































































































ん｡ ローテクであります｡ 一部膜などでハイテクはありますけれども､ 特
定の技術力が高いからといって優位になるわけではないということです｡
参入障壁については､ 先ほど言いましたように､ 入札資格のハードルが高
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鉄道分野も､ 世界市場の規模が 2007 年の平均は 15.9 兆円だったわけで
すけれども､ 今後は年平均 2.5％ 増えていって､ 2020 年には 22 兆円規模
になると予想されています｡ 高速鉄道というのは､ 特に日本の強みです｡
先ほど言いましたが､ 1964 年に東海道新幹線ができてから来年でちょう
ど 50 周年になりますが､ この間､ 事故で死んだ人は一人もいないという､
非常に高い技術力と安全性を誇っております｡
ところが､ 鉄道車両市場だけを見ると､ 鉄道車両の半分以上はボンバル
ディア､ アルストム､ シーメンスという欧州の 3社に占められておりまし




ことです (資料 26)｡ 新幹線の軌道と在来線の軌道ははっきり分かれてお
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資料 25









とです｡ そもそも､ 時速 300 キロで走っているものがぶつかったら､ どん
な頑丈な車両でも大破することは間違いない｡ ところが､ ヨーロッパの基
準というのは､ 踏切があって､ そこにトラックがいるかもしれない｡ これ
にぶつかっても大丈夫なようにということで､ 先頭の機関車だけ頑丈に重







































ないということですので､ 車両も軽く､ エネルギー効率がよくて､ エコな














今､ アメリカの中には､ アムトラック (Amtrak) というのが一部走っ
ています｡ しかし､ これは本当の意味での高速鉄道ではなくて､ 時速 200
キロ以下のものであります｡ ですから､ 時速 300 キロ以上の高速鉄道と
いうのはまだアメリカにはないわけです｡ これを日本基準にするかどうか
というのが非常に大事なことでありまして､ 米国の運輸省の下に FRA
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今､ 私どもが実際にサポートしているのは､ ヒューストンとダラスです
(資料 27)｡ テキサス州の最大都市・ヒューストンは､ 今､ 人口が 518 万
人です｡ それにダラス､ ダラスの隣にフォートワースというところがある




ぶ高速鉄道が今､ 計画中です｡ 都市間距離が約 380 キロということですか
ら､ 東京と名古屋の間とほぼ同じです｡ 車両については､ 今､ 東海道新幹



















































イギリス向けの鉄道輸出も頑張っています (資料 28)｡ イギリス向けに














































ムです｡ 電気料金は､ 経済産業省が認可しますけれども､ 使った分だけ徴
収する仕組みです｡ 最近､ いつの間にか電気料金が上がっているという経


























中国でも同様の取り組みが行われています (資料 31)｡ 中国は､ 天津市
にスマートグリッドを入れた天津エコシティというのを作ろうということ
で､ シンガポールと一緒に組んでやっています｡ 今の習近平､ 李克強の政
権の下で､ 全中国のいろいろな都市をスマート化しようということを始め
ております｡
これは上海 (シャンハイ) ですけれども､ 上海から北のほうに大体 400
キロ､ 青島 (チンタオ) から大体 300 キロぐらいのところに､ 江蘇省
(コウソショウ) の連雲港 (レンウンコウ) という町がありまして､ ここ
にエコシティを作ろうという話が進んでおります (資料 32)｡ これは野田
政権のときに当時の温家宝 (オン・カホウ) 総理との間で､ 連雲港を日中
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きな課題です (資料 33)｡ ここにあるとおり全体に占める中央政府の支出
割合が 30％を割っており､ それに地方政府､ 国営企業､ 民間といったと
ころからの資金を組み合わせて資金ギャップを埋める必要がありまして､
そこで PPP (Public-Private Partnership)､ 要するに､ 官民連携でやっ
ていきましょうということであります｡
インドネシアでは､ ｢インドネシア国家開発計画｣ (MP3EI) を定め､
2025 年までにGDPを 4.5 兆ドル､ 1 人当たりGDPを 1万 5,500 ドルにし
て､ 世界 9 番目の経済大国になるという目標を掲げております (資料
34)｡






























































































(MPA) というのを指定しています｡ そこで､ 電力の供給をどんどん伸ば
し､ また PPP (官民連携) を推進しようという政策をとっております｡
先ほど言いましたようにインドネシアは島国なので､ マップにあるような
形で経済回廊をつくっていこうということで､ さまざまなインフラの需要




業の振興と PPP (官民連携) を使ったインフラの整備をやっていこうと
いうことで､ そのプロジェクトを今､ 全部リストアップしているというこ
とであります｡
ここ (資料 35) に記載された①ジャカルタの都市の高速鉄道の建設､































常に激しい｡ ジャカルタに行って面談をしようとしても､ 1日多くて 3件､








ています (資料 36)｡ それから､ 政府が PPP (官民連携) に対して､ あ
まり一貫性のあるアプローチをしていないとか､ PPP (官民連携) を促
進するために､ インドネシア政府が持っているインフラ保証基金というの
がありますけれども､ そもそも金 (カネ) がないということで､ 十分なプ
ロジェクト支援体制になっていない､ というような問題があります｡




みを作っておりまして､ 年 1回年次会合をするほかに､ さまざまなセクター
ごとに分科会を作って､ PPP (官民連携) を進めていくための取組をし
ています (資料 38)｡
東南アジアをめぐる国際関係と日本の戦略 (前田) 180( 41 )
















































かというと､ 社会人になって､ 私はもう三十何年経ってますけれども､ こ
ういったプロジェクトを 1 件実現するのに案件にもよりますが大体 10 年



























































ます (資料 40)｡ ベトナムはもともと共産党の独裁､ 一党支配の国であり
ますから､ 共産党体制を維持しながら､ 外国の投資を呼び込むためのさま
ざまな法的な仕組みを作ってきました (資料 41)｡ そして､ PPP (官民連
携) を進めるということで､ パイロットプロジェクトとして､ 高速道路､
空港､ 上下水道､ 発電所などからなるプロジェクトリストを首相まで上げ
たうえで作って推進しようとしていますが､ この国での案件推進もインド
ネシア以上に非常に厳しく､ 難しい状況になっています (資料 42)｡

























































































そして､ 700 億ドルとか､ 金額が書いてある｡ ｢この金額はどうやって出
したのですか｡ 項目ごとに費用を計算して積み上げたのですか｣ と聞いた














ところ､ ｢いや､ これは大体勘です｡ これまでの経験からこれぐらいかな
ということです｣ とおっしゃったのです｡ ｢要するに､ 根拠はないのです
ね｣ と言ったら､ ｢うん､ そう言われると根拠はありません｣ と｡ これが
ホーチミンの市長さんの言葉です｡ 20 人連れてきたのですけれども､ ほ
とんどの人は後ろに座って何もしていないで､ 携帯電話をいじっているわ
けです｡ この 20 人は 1 週間いたと思いますが､ この前に大阪市と兵庫県
に行って､ 大阪市長と兵庫県知事とも会ったと｡ それで､ ｢大阪市長はぜ
ひ協力すると言っていました｣ と言うから､ 大阪市はいったい何を協力す
るのだろうと思ったわけです｡ それから､ ｢兵庫県もぜひやりたいと言っ










ベトナムは PPP (官民連携) の成熟度が低いと言われています (資料






まり､ ベトナムは今や､ 日本のODA (政府開発援助) の年間受取最大の
東南アジアをめぐる国際関係と日本の戦略 (前田) 174( 47 )














































































































































































































































国なのですけれども､ そういうベトナムであっても､ PPP (官民連携)
の成熟度は極めて低いということであります｡
そういうことで JBIC はベトナム政府との間でも政策対話をやってい
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の欄に出ています (資料 47)｡ 私はミャンマーに何度も行ってますけれど



























4％取られたのです｡ つまり､ 4 ％余分に取られたわけです｡ さらにその
後､ 1 カ月前に行ったときには､ ハンドリングチャージはなくなっていま
した｡ それぐらい日進月歩で､ どんどん変わっていっています｡





うさまざまな省庁が入ってやっています (資料 48)｡ しかし､ これだけた
くさん集まると､ 例えば自己紹介をするだけで 1時間以上かかるのです｡









































































ですけれども､ 10 人ぐらいの少人数のグループで､ 官房長官が議長となっ
て開催されています｡ 現状では､ 官民合同タスクフォースではなく､ 官房
長官が議長になっているハイレベル・タスクフォースが実際にものを決め
ているということであります｡




















ことで､ ヤンゴンの近郊約 23 キロに日本とミャンマーが協力して工業団




てきて､ 港の水深がどんどん浅くなっていくのです｡ だから､ 毎年毎年浚
渫 (しゅんせつ) する必要があるということで､ 港としての状況はあまり























































































































ただ､ この経済特区の大きさは､ シンガポール 1国の半分より大きい巨
大なものでありまして､ いったいいくらお金がかかるか分からない難点が























私の世代は､ 日本が 『ジャパン・アズ・ナンバーワン』 というエズラ・ヴォー
165 ( 56 )
ゲルが書いた本で､ 日本がそのうちアメリカを抜くのではないかと言われ
た時代から､ バブルがありました｡ そして､ この 20 年以上の停滞があっ
たというすべてを経験しているわけです｡
ところが､ たぶん若い方の世代というのは､ 物心がついたら日本はだん
だん落ちていくという､ そこしか分からない｡ 別に､ 外に行かなければ､
周りを見ても貧しくもないし､ ほしいものは大体そろっているし､ まあい









ぱっと手を挙げて､ ｢今の話はよく分かりません｣ とか､ ｢どうしてそうい
うことを言うのですか｣ といろいろな人が言ってくるのです｡ 日本でやる
と､ そういうことはまずない｡ 黙って最後まで聞いています｡ 寝ている人
もいるし､ いろいろな人がいますけれども､ 最後まで聞いていただける｡
ところが､ 例えばアメリカのジョンズ・ホプキンス大学などもそうですけ
れども､ 最後まで黙って聞いている人はいません｡ 必ず途中で､ 疑問に思っ
たことはその場で解決するということをやります｡ これは学生さんだけで
はなくて､ 社会人を相手にした講演でもそうです｡ 日本だと最後にＱ＆Ａ
という時間があって､ 例えば 20 分余ったら何人というようになります｡
日本にいると､ これが当たり前だと思うのです｡ しかし､ 外へ行くと､ む
しろ日本のほうが普通ではないと思えてきてしまうのですが､ このまま続
くと今後どうなっていくのだろうと心配になるわけです｡ みんな非常にま



















くのが 30 年､ あるいは 40 年とした場合に､ その 30 年間の間にいったい




Supporting Your Global Challenges｣ とありますが､ まずチャレンジし
てくださいということです (資料 52)｡ そうすれば政府・政府機関がそれ
らに対してサポートいたしますということで､ 今､ その一端をお話ししま
したけれども､ ぜひ国際的なビジネスの最前線に出ていっていただいて､

































す｡ 一番適していたのが､ 1964 年当時の東海道です｡ 日本の東海道にほ
ぼ匹敵するのがアメリカの北東回廊というところで､ ワシントンD.C. か
らニューヨーク､ さらにはボストンへ至るところです｡ ここには今､ アム
トラックという､ 国が経営しているパッセンジャー・トレインの運営会社





今度 12 月に来日予定ですが､ オバマ政権の副大統領のジョー・バイデ
ンという方､ この方は鉄道が好きなのですね｡ この方が非常に興味を示し
ていまして､ 東京・名古屋間が 2027 年に完成する計画なのですけれども､
ひょっとしたら日本の東京・名古屋よりも先にアメリカでリニアが走るか






けです｡ したがって､ FRA (Federal Railroad Administration) ではな




た｡ ｢シートベルトはないのか｣ とおっしゃるので､ ｢シートベルトはない
んです､ いりません｣ と､ また ｢立って歩けるのか｣ とおっしゃるので
｢立って歩けます｣ とお答えしました｡ 時速 500 キロ､ 実際は 550 キロま
で出るのですけれども､ それでも非常にスムーズだったということで､ 大
変驚愕 (きょうがく) して帰られました｡








ワシントンからボルチモアまでは 64 キロです｡ ワシントンからボルチ
モアだけでは全然採算が取れないですけれども､ ワシントンからニューヨー
クまで行けばドア・トゥ・ドアで 59 分､ ワシントンからボルチモアが 9
分ということになります｡ これはおそらくアメリカの人々の度肝を抜くで
東南アジアをめぐる国際関係と日本の戦略 (前田) 160( 61 )
しょうし､ いわゆるゲームチェンジャー､ ゲームを変えるような技術にな





随分たどたどしい走り方でした｡ リニアで今､ 59 分とおっしゃいました
か｡ これができたら､ アメリカの人は驚くと思います｡
ほかにいかがでしょうか｡











53 ページを出していただけますか (資料 38)｡
これは電力分野の話ですが､ 日本企業や JBIC が協力してインドネシア
で初めての IPP (独立電力事業者) ―すなわち､ 民間主体の独立した発電
事業者が電気を作って電力会社に売るという事業形態ですが―ができたの
が､ パイトンというところで､ 1990 年代です｡
それから､ その次に ｢タンジュン・ジャティ｣ とか ｢パイトンの拡張｣
とかいろいろ書いてありますけれども､ 今まで大体 20 年かかっているわ
159 ( 62 )
けですね｡ 20 年かかって､ ようやくいろいろな案件が実現してきたわけ
ですけれども､ その間にさまざまな試行錯誤があったわけです｡ 第 1世代､







しないのです｡ これは､ 石炭を使うと CO2 が出て､ 地球環境によくない
からという理由で融資をしないのですね｡ 確かに CO2 は出ます｡ しかし､
世界銀行が融資をしなくて石炭火力が全部なくなるのであれば意味のある
政策ですけれども､ 現実はそうはならない｡ むしろ､ 世界銀行が､ 石炭火
力の CO2 の排出量を下げるような環境に優しい新技術も含めて石炭火力
を一切支援しないということですから､ あまり現実的なアプローチではな
いと思います｡ つまり､ 我々JBIC も CO2 の排出問題はおおいに気にしつ
つ､ だけれども一足飛びに石炭火力向け支援を止めることはせずに､ 徐々







えたときに､ むしろ高効率で CO2 や窒素化合物などの排出をより少なく
するような石炭火力を支援していくということが大事だと我々は考えてい
ます｡
東南アジアをめぐる国際関係と日本の戦略 (前田) 158( 63 )







同じように､ 少し脱線しますが､ 脱原発の主張に関して､ 私も原発はない

















に､ いろいろな政府機関､ JICA と JETROの出先機関を訪問させていた
だいたのですけれども､ どうも JICA と JETRO というのは､ 違う機能











ただ､ いわゆる情報提供というのは､ JETRO のほか､ もちろん JICA






前田先生､ 本日は大変ありがとうございました｡ 皆様､ 拍手をお送りくだ
さい｡
では､ 学術講演会をこれで終了いたします｡ ありがとうございました｡
東南アジアをめぐる国際関係と日本の戦略 (前田) 156( 65 )
